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る．一方，企業ではさまざまな課題を認識しながらも，  

その存在を積極的に外部に発信してこなかった．経営  

工学のより一層の発展のためには産学一体となった取  

り組みが必要である．そのためには企業や官庁で働く  

OBを大学の講師として招碑したり，企業での実務経  

験を単位として認証したり，OB，教員，学生を含め  

た合同研修など，さまざまな立場の人間がディスカッ  

ションする場を設けることなどが有効だと考える．  

特別講演（2）「公共事業をどうするか」  

次に法政大学法学部の五十嵐敬喜教授より，現在大  

きな関心を集める公共事業の見直しについて，憲法を  

基準として改革の方向を検討する内容の講演が行われ  

た．   

憲法を基準に公共事業の問題点を見直すと，以下に  

示すように憲法を大きく逸脱していることが分かる．  

（1）憲法では国民の居住の自由と財産権を保証して  

いるが，これらの権利を無視した公共事業の推進が行  

われているケースが見受けられる．たとえば計画段階  

とは状況が変化し，現状では必要なくなったダム建設  

のために，現在でも多くの住民が「公共の福祉」の名  

の下に故郷を追い立てられている．  

（2）憲法では公務員を国民全体の奉仕者であると規  

定している．しかし将来の「天下り」のため，在職中  

から国民ではなく，企業の利益のために仕事をしてい  

る公務員が見受けられる．  

（3）莫大な税金を消費し，国民一人一人の生活や，  

地域のあり方に大きく影響する公共事業の問題は，憲  

法で国権の最高機関と規定されている国会において論  

じられるべきである．しかし，日本では公共事業に関  

する基本的な事項はすべて官僚が決定し，国会はこれ  

を追認する存在でしかない．  

（4）憲法では会計検査院の役割として，税金の使途  

を調査し，これを国会に報告するという重要な役割を  

規定している．しかし会計検査院はこれまで，無駄な  

公共事業に対して何ら有効な取り組みを行っていない．  

（5）日本国憲法の平和主義や基本的人権の尊重と並  
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日本学術会議 経営管理工学専門委員会第16回シ  

ンポジウムが，去る6月15日に早稲田大学大隈小講  

堂において開催された．このシンポジウムは日本オペ  

レーションズ・リサーチ学会を含む，経営管理工学専  

門委員会の関係7学会が毎年交代で幹事を担当し開催  

しているもので，日本設備管理学会が幹事を務めた今  

回は，「サービス虚業・公共事革と経営工学」という  

テーマで開催され，参加者は43名であった．経営管  

理工学専門委員会経営管理工学研究連絡委員会専門委  

員の高橋幸雄東京工業大学教授による開会挨拶を皮切  

りに，以下の4件の特別講演が行われた．  

特別講演（1）「Dellのビジネスモデルと経営  

工学」  

最初にデルコンピュータ㈱の古田興司専務取締役よ  

り，e－businessの成功事例として有名なデルコンピ  

ュータ（Dell）のビジネスモデルや，実務サイドから  

見た経営工学への期待などに関する講演が行われた．   

Dellがシェアを大きく伸ばしたのは，最新機能を  

備えたパソコンを安く提供することで，高い顧客満足  

を得たからである．これにはインターネットが非常に  

大きな役割を果たしている．インターネットを介して  

ユーザへ直接販売を行うことで中間マージンを無くし，  

またユーザからのオ⊥ダーによる受注生産を行うこと  

で在庫日数を減らし，大幅なコスト削減を実現してい  

る．また，最新技術を取り入れた製品をタイムリーに  

出荷するため，Dellでは独自主義を廃止し，各分野  

のベスト企業と戦略的パートナーシップを結んで製品  

を作っているが，こうしたビジネスパートナーとの連  

携にもインターネットが不可欠なものとなっている．   

サプライチェーンマネジメントに限らず，これまで  

のビジネス・キャリアの中で，経営工学の適用が有効  

と思われる課題に数多く遭遇した．しかし，こうした  

課題への経営工学の適用は必ずしも進んでいない．こ  

れには大学と企業の双方に責任があると思う．大学で  

は理論的な手法の開発に関心が集まり，実問題から離  

れた手法の開発に熱中しすぎている傾向が見受けられ  
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ぶ基本原則に国民主権があり，何が国民の利益なのか  

の判断が別れた場合には，直接国民の意見を聞くべき  

である印 しかし，徳飴甫で行われた吉野川の河口堰を  

めぐる住民投票では，住民の圧倒的多数が建設に反対  

であるにもかかわらず9 国はこれをまったく無視しよ  

うとしている。   

このように公共事業に関しては憲法を改正するので  

はなく，憲法に基づき現実を変えることが必要である。  

特別講演（3）「医療と経常蕊尊」  

3番目の講演として東海大学の師岡孝次教才受より，  

医療サービスへの経営工学手法の通用事例に関する，  

以下の内容の講演が行われた。   

現在の田本の医療サービスは生産性が非常に高く，  

諸外国からも高く評価されている一方で ，患者の取違  

えなどの医療ミスが連日のように報道されるなど，サ  

ービスの品質面では多くの問題を抱えており，恩者の  

満足を得る状態からはほど遠い。   

医療もサ血ビス業であり，患者に最大の満足を与え  

ることが重要である皿 そこで，経営工学手法の通用に  

より，患者の満足が得られる効率的な医療手術システ  

ムを設計する検討を行った。不足している麻酔医師を  

2倍に増やしヲ 受付順に行っていた手術を，比較的症  

状が似た患者のグループ毎に行うようにエ程を改善し  

たところ，事故発生件数をゼロにまで減少することが  

できた。さらに1削こ行える手術量が3倍に増え，病  

院経営も安定し，患者さんだけでなく，病院の院長や  

医師，すべての人が満足する結果を得ることができた。   

また，一人の患者に出される薬の塞が多くなるのに  

したがって，薬局での待ち時間の増加と，薬物相二騒作  

用の危険性の増大が問題となってきた。一に一に1，000  

人以上の患者が訪れる大病院で，手作業で薬物相互作  

用のチェックをするのは不可能に近い。そこで9 調剤  

の機能を把握したうえで三哩想のシステムを設計するデ  

ザインアプローチにより，ロボットやコンベアによる  

自動調剤薬局を設計し9 これを世界に先駆けて完成し  

たβ これにより患者の待ち時間はM寺聞から10数分  

に短縮された。   

病院経営の革新時代などといわれ，田本でも  

ISO9000を取得するなど，医療の品質向上に向けた  

積極的な取り組みが行われはじめている。しかしなが  

ら，米国では約5，600の病院におよそ4，000人のIE  

の専門家が働いているのに，日本では約9，700の病院  

にヱEの専門家はほとんどいない。今後は日本の医療  

臨髄亀（5S）  

サービスの分野においても，経営工学的手法の通用に  

よる，より一層の品質向上が望まれる。  

特別講演（4）「e臓bMS顔messと経営Ⅱ撃」  

最後ににま本ユニシス㈱の野田泉匠e担当課長より，  

最新のe仙businessの動向に関する講演が行われた。   

代表的なe－busimessの販売形態は顧客へ直接販売  

を行うことで中間マージンを排し，コスト削減を行う  

ものであるが，ここへきて電子的商社を介して製造業  

者と顧客が取引を行う販売形態にも注園が集まってい  

るu インターネットを用いて，複数の製造業者の製品  

情報を比較しやすい形で顧客に提供するとともに，顧  

客からのオーダーを受け付ける電子的商社のサービス  

が，特にインターネット上の膨大な情報の中から，自  

分で情報を収集∵分析することが得意でない顧客に好  

評を得ている一   

また㍉ e一心usirleSSの新しいサービスとして，ASP  

（A脚1icationServiceProvider）のサービスが開始さ  

れているm ASPとはインターネットを介したデータ  

センタへのアクセスと，そこでⅦ■ebブラウザ上から  

実行吋能なアプリケーションを提供するサービスであ  

る。ユニシスでもProject Centerという，建設プロ  

ジェクトに問わるドキュメントの蓄積と共有を目的と  

したASPのサービスを提供している。これまでこう  

したドキュメントは，ゼネコン，設計事務所，コンサ  

ルタント，発注者や，その他の関係者毎に保有され，  

どれが最新のものかを把捉するのが難しかったが，こ  

のサーービスを利用することで，常に最新のドキュメン  

トを共有することが可能となる。また，CAI〕図面に  

関してもWebブラウザ上から利用可能なビューワー  

が提供されるので，共通のCADソフトを購入するこ  

となくCAI）凶繭の共有が可能となる。   

e【】businessの今後の課題としては，マーケテイン  

グとプライバシー の問題について考える必要がある。  

ワンむトゥ小ワンマーケテイングにより集められた情  

報の利相方法について，顧客のプライバシー保護の観  

点を含めて検討する必要がある。また，インターネッ  

トを用いることで，団の違いを考慮せず，グローバル  

に商売が行えるようになったが，これは365田，24  

時間働かなければいけないということを意味する。こ  

れにどう対処していくかも今後の課題である。   

最後にシンポジウムの締めくくりとして，熊谷智穂  

許本設備管理学会会長より閉会の挨拶が行われ，盛況  

のうちにシンポジウムは終了した。  

オペレーションズのIjサーチ   
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.




